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はじめに
最近では、しばしば〈ガバナンス(鈎。〈号ロ  
・ぬ
CC
5 5 2 2 )
〉という概念が用いられる。ガバナンスは、き
わめて多義的な概念であり、論者によってさまざまな意味
E 50ESF)
で用いられるが、一殺には「社会・組織の一定の言的に向けて、人的・物的資諒(とりわけ財務や靖報)を統一 ・
i
効率的に管理・運用すること」などと定義され、コーポレート・ガパナンス、パブリック・ガパナンス、グローバル・ガパナンスなどに大別される。このうち、本穣に関わるの辻、公的セクタ 
に関するパブワック・ガパナンス
(以下では、単にガバナンスと略記する)である。近時のフランスでは、租税に関しても、〈租税ガパナン
ス ( 民  
〈 号  
〉という問題設定がなされてい
る。必ずしも租説研究の主流を す屠語として定着してい
M W 5 0
るわけでは奇いが、租税行政に関する実際的な諸問題を包括する形で興味ぶかい議論の展開がみられ、また問屋に固
OZ2
有の歴史的文脈のなかに位置づけることができる。そこで
本穣では、これに関する議論の動向を紹介するが 叙述の
頼序としては、誌じめにフランスにお 租税研究史を 
どったうえ (第一章)、近時の 税ガパナンス論を概観
し(第二章)、最後にその意義につ て総括す にし
たい 三 )。 

もとよりノフランスの租税豪究誌多面的な展開を見せてお
り、本稿誌租税ガバナンス議の位置づけを中心として、同国の動向の一新一留を描出したにすぎないが、今後の本接的な租税研究の足がかりとして、本稿を公表する次第である。なお、程税ガバナンス論におい は、当然のことながら具体的な程税制度をもとにした議論がなされているが、本稿では、上記の問問題関、心を擾先させる めに、フランスの租税制度を詳しく論ずることは差し整えることにしたい。
第一章
フランスにおける租税研究の霊史
はじめに、自仏南国における租税法研究の状況を簡単に

比較しておこう。わが国では、近詩では租説法が独立した
科目として論ぜられ、とりわけ課 要件をめぐる研究につ
いては著しい理論的な展開をみている。この点では、程度
の差こそあれ、フランスにも共通する領海を見出すこと 
できよう。ところが、担 法の位量づ について辻  
5
仏

両国で大きな相違がみられる。すなわち、わが国では伝統
的に租税法は行政法各論のひとつとして論ぜられ、とりわ
けその権力的要素に注巨され きたの 対し、フランス 
辻、長ずしも行政法の枠組みに含められるこ なく、さま
ざまな形で租税法が論ぜられてきた。もともとフランスで
は、「叫財政法(号。件出
555
・)」という学問領域は明確な 

形では存在せず、「程税 (母。一円安  
」についても同様

であるという事需がある。 

右の点は、詞国における租税誹究の替畿のひとつであり〆、
g - )
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租税におけるガパナンス論の展開
このことが現代の程税ガパナンス論の背景をなしていると考えられる。そこで本章では、フランスにおける租税研究(および高等教青機関における租税教青)の霊史的経緯を
概観する。こ では、あくまで租税ガパナ 論の泣置づけを明らかにするという観点からの素搭にとどまり、次章以下の序論として 意義を有するにすぎないが、フランスの程説研究史を通観した例 わが国のみならず本国フランスの文献にも見当たらないの 、やや詳しく述べることにしたい。対象としては、租税に関わる学問的な営み(経済学的な程税研究を含む)を広く覆うよ に努めるが、法的考察(わが国にいう租税法学に相当す もの)に重点を童くことは言、つまでもない。なお、財政法という用語辻 右記のフランスの事情からして、あくまで説明の便宜として用いるものである 、原期として財政 関 法 して広義に捉え、程説法を含めた意味で用いる。一一九世紀中葉までの租税研究
一九世紀においては、財政ないし租税に関しては、大学
での研究・教育の場が十分に整っておらず、大学外の研究機関や実務家による租税研究が先行していた。ω
経済学的な租税研究
一九世紀前半までの財政研究は経済学の一分野にすぎな
かったが、一九世紀後半になると、独立した学問領域として「財政学」が誕生する。以下で辻 かかる独立の経韓 、
それを生み出した研究機関について、概観しておこう。
①一九世紀前半には、 
・セイ  
出さ吾
を中心に、経済学の一部として租税と予算を中ると
した考察がなされ、それらの歴史的萌究も重視された。続いて一九世紀半ばには、ガルニエ(』・  
C
時 
が財政の
研究書を公刊しており、その実震は程税論であっち。 らに、広範な社会患想を展開したプル 
ドン(ヲ  
与 さ
ぎロ)の存在も無規できない。
@この時代には、 
・ 
・セイがジャーナリストの出
身で、のちに下院議員になったことに象徴されるように、広い意味での実務家による経済学欝究が 
立っている。続
いて登場したド・ジラルダン(担号 
25
三吉)も、  
・セイと同じくジャーナリストから政界(下読議員)に
転じて、租税論を展開した。一九世紀後半に ると
セイの孫に、あたる  
・セイ  
ミ)が出て、政
治家・ジャ:ナワストとして財政萌究に蓑載 た。
地方、財務行政に携わった実務家として スツスム
( 戸  
ω Z R E )
がいる。財務監督官(吉
ω 3 2 0
号号 
ω
出
 
E E S )
などを歴任したスツルムは、フランスの租税制
B

変史を概観した著書「租税の一毅的諸欝震』を公刊 ていB- B E U 1 )る。また、同じく財務省職員であったヴィニユ(開・ 
5 '
官
g )
が、法・経済・統計の三つの観点から租税を分析
してい このほか、後出のパトピも、弁護士 下院・上院議員、文部大臣などの実務経験を経る一方で、パワ大学
L J
B J-B
(Fbgm
i
E
E 2 ) Cgpi
iHFCC
J- J-
Z 
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これらの論者は、主として大学とは関の高等教育機諮問で、
教授として経済学や公法(行設法)を議義したという意味Z で、政治実務出身の窺究者といえる。
①右にみた研究は、経済学の一部としての財政研究で

あり、内容的には租税や予算を偏重していた。これに対し
て、一九世紀末になると、経済学から独立させた形で「慰
設学 
( 2 - 2 2
含
ω
出5 2 2)
」が論じられるようになる。

その分野での代表的な研究者 して、ルロワ・ボリユ(り

円 。 可  
出2
己古己)がいる。ルロワ・ボリュは、経済学の研
号
ω
吉 一 き わ め  
ω
ロ 
である。政治学院では、一八七一年から「信
政(出  
」の講義が開設され、主要国家の財政範度、
議入と租説、財政組議、公会計などが講じられた。その拐
・セイ、ス
o E E C 2 )
E E 2 )
( F O E - - σ 2
L
コ!ルのひとつである政治学説代担当者はルロワ・ボリュであり、その後、ルツムらが講義を担当した。政治学院のような社会学系グラン・ゼコールにおいて財政の教育・研究が盛んであっのは、行政裁郭所の実務家によって担税法研究が行われて
l
究から出発しつつも それと並行する形で「財政学」の概説書を執筆した。それにより、経済学の一分野としての震設研究、あるいは租税論中心の財致 から説却して、財政の経済的測面を専門的に扱う「 学」が創始された。EFSCV
( F g
E
④ここで、一九世紀の課税根拠論について一言してお
こう。こ 時代には、わが国の利益説に椙当する〈交換的
号号コ 
忘マ合言語⑦)》が主流をなしてお
り、民法上の交換契約 対応させる形 〈祖税契約守 
いたことと蕪禄ではない(副参照)。
このほか、コレ 
ジュ・ド・フランス
司
包 
E E m w )
l
2E
g
や国立工芸院(。。ロ話
5
主 ミ  
ω )
、技衝系のグラン・ゼコールである国立土木学校
ZZ
門戸  2PEω2( ( v o - - 2
号
ω
司 。 ロ  
号
ω
与さ器合
ω )
や自立鉱業学髭
( 開 。 。  
仏25E2)
の存在も大きい。これらの機関では、
・ 
・セイやルロワ・ポリュらが経済学系統の講義を担
B g Z- o
租税観 
( 伺  
の概念が用いられてきた。その集大成を図っ
J
たのがプル 
1
ドンであ 、交換的程税観の立場から程税基
礎理論を構築し、ガルニエをはじめ その後 学説 大きな影響を与えた。その最後の後継者ともいえるルロワ・ボリュは、交換的租税観から脱却する方向性を示しながら累進課税の導入に反対するなど、伝統的な髄度 擁護する立場を示した。
∞経済的な租税研究を担う研究機関
当している。
同大学における祖説研究フランスの大学においては、伝統的に経済・叫財政関連の
科目は法学部が抱えていたが、一九世紀には、おもに行政法学の各論的要素として租税法 取 
上げられるにとど
まっていた。
h v
講義啓司の変遷をみると、  
一八一九年三月二回目玉令に
(gDZ
経済や封設を論じていた。詩に重要なのは、グラン・ゼ
64 
。乱。
租税におけるガバナンス論の展謁
よってパリ大学法学部に行政法講座が設けられるなど、公z - 5F 法系の科呂の充実が図られるとともに、「経済学 
( 2 0
ロ
( p o
/O
5
ぽ吉宮
55)
」の講義が篇設されることが定められたが、
名目にとどまり、当初は特別講義として一時的に開講され
ωEZZ B5
るにすぎなかった。まして財政が独立して講じられることはなく、一八一一一一年九足六日王令では、 義科吾から「経
E52
済学」が削除されている その後、一九世紀後半になって、ようやく経済系の科目が整錆されるようになる。まず 八六四年九月一七百デクレにより「経済学お び公法学
2 1 5 ω b n o
ロ 。  
吉宮 
母 。 一 一 宮  
σロロ)」の講座が創設され、
パワ大学で誌パトピ(〉・民主主σ)がその職についた。ついで一八七七 三 二六ヨデクレに 「経済 」立の講義幹自となり、その後 開設された 史
号 
巳2
号 
ロ 。  
E E 5 ω )
」とともに
今吾に至っている。このように教育体制の整構が遅れていたこと辻、当時の法学者の多くが財致研究 泊種的であっ
たことと相関しており、同時代の実務家が財致法の重要性

( F Z z
を主張し、多くの研究成果を公表していた と対照的で
CS  
あった。
そうした状況のもとで、財政の法的考察を受け入れてい
たのは、憲法学ではな ↑行政法学であり、行政法の一部として財政法が並置づけられていた。そこ 辻、主として租税法令と会許制度が研究された。いくつかの慨をあげてお」 
」、円  
①一九世紀中葉の大学における行政法研究者のなかで、
財政の研究を最も充実させたのは、レンヌ大学教授の 
・
ラフェワエ  
ル(出『言宮戸市民ミユ号。)であろう。財設の重
要性を指摘した彼の持論は、とりわけ初期の概説書において明確に表れている。公法・行政法概説書の第二版では、公法概論に続く行政法の章において、若干 総論を記したのち、公物と租税を詳縞に論じて る。
②パトども、経済学の概説書を著した誌か、行政法の
概説書 なかで、その経済学的見識を反映して随所に財政関連の記述をし いる。後者においては、入・物・財産取得方法の体系が採用されてお号、種税は行政主体の財産取得方法のひとつとして論じられている。
命一九世紀末に活躍したデュクロック(斗 
ロ午 
2 0 2 )
は、その大著「行政法・フランス財政法制講義』
において、財政法を行政法の一部として位量づけながら、程貌についても多くを論じている。体系的 は 漬護者国家(盟主 
2225
・)の概念のもとで、国の租税を論じて
いる点が特徴的である。
②続いて登場した行政法学者ベルテルミ(出・

国号吾  
AU05
可)も、デュクロックにならって債権者国家の

競念を用 、形式的 辻そこに冨の租税費権を含め 
が、記述の方法としては、租税法令が特殊な 構成し
ていること 考慮して、予算制度と一体化して論じている。
i
制実務的な程説法研究 
F
F
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大学での財致研究が遅れるなかで、仁行設裁判に携わる実
務家によって租説法の研究が進められた。特に、コンセイユ・デタのスタッフによる租税訴訟の研究が目 つく。
①一九世紀初頭にコンセイユ・デタの副長官 あった
コルムナン(「!冥号 
( V 2 5 3 E )
は、その行致法概説書
i
において、在説割震をはじめ、大革命顛に起源をもっ封致制度を詳細に検討している。
R
②ほほ同じ時期にコンセイユ・デタの評定官であった
マカレル(「 
〉 ・ 冨  
号巳)は、行設主体の金銭信慰産と
- H 2 2
物的安産を電話する形で、公的財産 
℃己  
σ - 5 5 )
に関する概説書を公刊している。内容的には、担税や公物が大半を占めるが、公的財産に関する包括的な書物として
5c
歴史的な存在催値 認められ針。
(hC250F
③一九世紀中葉になると、コンセイユ・デタ副長官
エスキル・ド・パリウ(玄 
三 
号 
P
三
o c )
によっ
て、「租税論』が公刊された。披は、プル 
1
ドンの交換的
程税観を基礎にしながら実定法分析 行 、判例実務 影
E
響を与えた。
命その後にコンセイユ・デタの副長吉になった 
・ ラ 

フェリエール(開号
5
三宮内
21
号。)は、その著名な『行

政訴訟論』において、財政上の法令や租税訴訟に多くの頁
を醤いている。系譜としては、父  
・ラフェリエール
(訪問自)の財政に関する問題意識を受け継いでいるといえる だ ろ 、 っ 。
①これら行政裁判所のスタッフのほか、行政裁判実務
に関わる弁護士や行政宮、会計検査院のスタッフによる菰説書もある。行政官の例としては、前出のスツルムとシモ
(お )
、 不 ( 』 ・  
・ 巴  
同)、弁護士の例としては、デユフ 
ル
( の ・ 己 三  
がいる。特に、破鼓援およびコンセイユ・
弓
デタの弁護士であったデユブール辻、その行致法裁説書において租税に多くの頁数を充てている。会計検査院のスタッフとしては、ドディフレ( 戸【由民一戸門出片岡円旦)があげられよう。ドディフレは、会弘前検査院 名誉院長であり、ちに上民議員にもなったが 大革命以来の財政法令(租税法令を含む)を競観 た研究書全六巻を公刊してい針。
このように一九世紀には、租税訴訟等についての実務的

な関心から、法曹実務家による財政研究が大学におけ 財
政研究に先行していた さらに同じく実務的な問問題意識か
ら、叫財政の教育仁関しては、設治学誌などの実務教育機関
が大学に先んじていた。つまり、財致法の実務上 重要性
が認識されていたにもかかわらず、大学 おける財政関係
の研究・教育は立ち遅れていたのである。そこで、実務家
を中心に文部省内で大学カリキュラムの変更が提案され、
一八八九年の講義課自の再編に至る。
|HW
二一九世紀末における私法学的 程程研究
こうした実務的な問題意識を反喪して、一八八九年七月
CCE05
二四日デクレに基づき、法学 の第二課 リサンス
)Z)
i
( F  
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25
。)向けに「財政法制(尽
mEmESES
忌円。)」の講
義の開講が認められた。ところが、この「財政法制約」の議( C - E Z 義は、内容的には実定法令の整理が中心であち、専門家たる教員が欠けていたこともあって、理論的な進化試見られず、程税研究の蓄積も乏しかっ はいえ うして公
lF
詰系の講 務自 ひとつと て「震設法髄」 創設され財設研究の基礎が築きあげられたこと辻、あとに続く封致
EE
研究との関採でも重要で る。
さらに、かかる公法系科目の創設の傍らで、私法学者に
i
よる程税法研究がなされていたこ を付記しておくべきであろう。ここでの考察は謂接税が中心であり、フランスでは伝統的に間接税を中心とした税体系が維持され き と
O
いう事情を反映している。以下にあげる論者 共通 い
O
るのは、程税法と私法に共通の法原理を探求しよう する
意欲である。なお、このなかには二 
世紀に入ってからも

活濯を続けた論者が含まれているが、二 
堂紀に主流をな

す租税研究と対照させる音山味 、便宜的 ここでま めて
記しておく。
i

∞民事法研究と結合させた程税研究この時代の私法学的な租説研究の代表例は、ヴァ 
ル
( 〉 ・  
4司菩乙である。ヴァ 
ル辻、ボドリ・ラサンチヌリ
〔認 )  
ミ 
忠告  
。)の民法概説書の改訂者でもあ
るが、その民法研究を程税法硬究と結合させていたこと 、誌とんど知られていない。しかも、その方法論法、著名な
私法学者であるジェニイ 
に受け継がれている。
法理学者でもあるジェニイの方法論的基礎が、再時代のヴァ  
ルの影響下でなされた租税法研究にあったことは、
フランス法 史上の重要な要素として、強調されてしかるべきであろう
5
そこで、私法学者である彼ら二人の租税法
研究を語るに先立って、当時の民事法学全般の方法議に触れておくのが適当であろう。
①一九世紀には、いわ中る註釈学派(bgZ
号
ぬ♂。)が主流であり、条文に即して立法者意思に忠実な解釈が提示された。伝統的な註釈学派の法解釈を端的に示す例として、ドゥモロンブ(わ}ゲロ  
の記述を引
用しておくことにしよう。いわく。「理論的にいえば、解釈とは法律の説明(員立宵 
ロ)である。解釈することは、
法律の真の正確な意味を発見すること(忌 
豆、つま
り解明すること(企三五三 にほかなら い。それは、修正や変更を施した号、新しさ 求めることで誌ないのであって、宣言 
認識  
( 5 2
ロ 
一昨日)すること
門
なのである。たしかに解釈は、多か 少な れ巧妙 も 
となり、時にはよりよい解釈のために、立法者が害してい
なかった見解や意思を、彼らのも とみなすこともあ 。
しかし、最終的には 解釈によっ 何かを発見 言 

i
張ってはなら い。さもなければ、その解釈はもはや解釈
(制品)
とはいえ く るであろう。」
当時はこうした解釈方法が一般的であったために、程税
ErzB
) L -
EZ ( p - C 3 1
0 5 0 Z 5 Z )
E
g C 2
- d M b '
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法の解釈においても、「程税法は普通法の震律の例外状況に関わるかち、租説法の鎮竣で辻〈法の一殻原理(℃江口♀宮
ω
な忌言語門吉号。芹)〉を語ることができず、文言解釈
l
がなされるべきである」と主張されていた。
ところが、一九世紀末になると註釈学派が衰退し、条文
i55qgBm-E552
や立法者意思かち離れた解釈が提唱されるようになる。ヴアールやジェニイも、そうした時弐の変化のなかに身を置いていたのであるが、かかる 方法の転換にあたって程税法研究は重要 素材を提供した。
@ヴァ 
ルは、民事法研究を中心としながら、担税法

の隷説書を著している。そのなかでは、すべての租税法令
に論及するのでなく、弘法上の取引行為との関連から、登
録免許税(島  
け)、印紙税(巳  
5 - Z
含

立言言。)、抵当権税(号。吉弘正喜三広告。)と った関接 
税を中心 じている。そのうち歪録説と印紙税だけで、
全三巻の租税法概説書のうち二巻半が占められてい こ
のような考察対象の限定があることが、当時 私法学的な
程貌研究の特徴であった。またヴァ 
1
ルは、こうした程税

法との関連を意識したために、主要研究領域である民事 
のなかでも、相続法に重点を量いて考察を続け 。

ヴァ  
ルは租税法研究の方法論として、担税法と畏事法
の解釈 同一性を論じた。この問題は 日本法でいえば租税法における倍用概念に関する論点を含んでお号、後自身は組説法の概念を民事法と詞一に解釈することを主張 た。
また役辻、担税法と「財政法制」の概念が混同されていることを問題視し、租税法は国産(出切の)と結税者の関採に
(幻)
かかわる法として限定的に用いるべきであると述べている。つまり、」伝統的な考え方 反して、財政法令のなかで桓税法令は特殊な存在であり、むしろ民事法と連続性を有するという理解のもので、概念的にも建設法と程説法を独立せることを主張しているのである。
租税法の解釈方法について敷街すると、ヴァ 
ルはまず
第一に、当時の一般的な考え方に抗 て、程税法における〈法の一穀原理〉を重複している。謹税法概説書の冒頭において、いわく。租税法にも一殻法理が存在し 法律でさえもそこから遠ざかること できまい。これを無視 たことが、大革命期までの租税法の混乱の一一回である。立法者は賢明に 一部の事項のみを定め、強をお件学的規範( 忌 純 一  
2
吉 宮 三 缶 門 戸  
に委ねることがある。その一穀法
(お )
理の探求が本書の課題である。
第二に、ヴァ 
ルは租税法と民事法が相互に影響を、つけ 

ることを指描する。たとえば 程税の観点が民事法に影響
をあたえた関として、確定日付 ある私署証書の効力が謹
定日付以降にしか効力を有しな という規範があるが(民
法二三一八条)、これ 租税徴収を確保す という要請に
基づくものであり、逆に売買・棺続 ど 民事法 規範 
租税法の規範に多大な影響をあたえている、と う 

第三に、ヴアールは租税法の解釈として種々の方法を挙
I
Z 2 )
l
68 

租税におけるガパナンス論の展開
げているが、ここでも法の一般原理と民事法の関連性とを強調することが、彼の法解釈論に詩銭的な揮結を導いている。ヴァ  
l
ルによれば、同租税法は原則として文言に却し
て解釈しなければならず、類推 は禁じられる。出その一方で、租税法が法の一般原理に対してもつ例外は、限定的に解する必要があ 。法の一殻原理としては、時効や不当利得などの実体的規範のほか 訴訟手続の規範も含まれ、租税法令が明文を置いていない きには、租税訴訟の手続は民事訴訟の規範に依拠すべきである。併さらに、どの行為が謀説対象になるかにつ は、民事法 よる判断基準が解決を与える。この例外辻、明文のあ ときにのみ認められる。租税法は常 民法の適用される場面なのである。つまり、租税 確定する は当事者の権利を決定(忌百円吉宮内三宮ロ)しなければ らないが、この 定は謹説法の問問題ではなく、事実(芯巳ま)に民事 を当て詰め ことによって可能となる(相続や団件解散 拝う財産 掃罵 問題が、その典型例である 。同歴史 解釈も有用である。旧法令が類似の開題の規律をしているとき 、それを参
t
照するの 好ましい。同これらの解決方法 よって問題 
解決しえないとき、納説者に有利になるように解釈するべ
きである。なぜなら、国に対する私人 財産的自由は普通
法(与さ芹  
8555)
の問題であるのに対して、担税は特

(日却)
部法に麗するかちで占める、という。
このように租説法と民事法を連続的に解する立場は、 
ω
内
と似の二つの原理の芽立に関して、立法者意思を重複する立場に繋がっている。すなわちヴァ 
ルは、同にいう文一ゴ一口
解釈の原則 剖外として、衡平(かきま)に基づく解決が許容される場合 あるほか、法律の精神(命名号号 
、
すなわち立法者意思を重視した解釈が認められるという。そして、この 法者意思の尊重が普通法の原別別であるというのである。この結果、ヴァ 
ルにおいては、畏事法規範
の重視と立法者意思 尊重の二つが相反する解釈原理となっており、これをもとに具体的な解釈論 構築されている 。
③このヴアールの考え方がジェニイにも継承され、

ジェニイ辻ヴァ 
ルにならって、租税法と民事法の連続性

を強調した。ジェニイは 立法者意思と 解釈と 関係
について、次のようにいう。伝統的学説は立法者意思を公
理(℃  
け)として認めてきたが、今自の韓関は法律家

の感覚 反し 立法者意思 否定的な立場を っている。
この傾向は特に担税判例におい 顕著 り、そこでは法
律の厳格的かっ文言的な遥用がなされている。法律 解釈
は、遺言などの要式的法害行為(位。宮古ユ
の解釈に近いものと考えることができ、そ らの行為につ
E E P 5 )いては、その形式から当該行為の法的基礎 
252227
c m Z Z
が導かれなければならない 
遺言の内容を確定
する場合に、行為 外的要素と切り離して解釈されなければならないのと罰様 、法律も起草者の留人的な と切
i
l
i
c
E 2 5 g z z z )
E - o { )
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り離して、立法の公式な表現に基づいて解釈する必要があ- m {認)る 。
i
そのうえで、ジェニイは、〈租税法の特殊性(宮
p
nF2
250
合号各訟の巴)〉の考え方を提唱し、租税法が私
法に対して特殊性をもつこと認めつつも、慰産法と家族法に類する関長にすぎないと説いた己
円 
D E E C H )
ジェニイとヴァ 
i
ルを比較すると、ヴアールが立法者意
患を法の一一般原理の構成要素 して め、これを重視しいる点ではジェニイと異なるが、いずれも民事法の解釈との連続笠 重読し、法の一般原理に依拠しながら条文から離れた解釈を認める点で辻共通している。こうしたジェニイらの私法学的アプローチに対して、同時代に財設研究を始めたトゥロタパは、〈租税法の自律性〉の理論を提唱して対抗したのであった(三∞参照)。
同実務的な租説研究私法の研究者ではないが、一九世紀末の登録免許税の実
E g g
務家によって、私法取引に関連する課税に関して包括的 
研究成果が出されている。その例として ギルホ一族
( 「  
戸 
・ 』
による間接税中心の墾説法議説
書がある。河己実務家と っても、これまで 詔分した九世紀中葉までの実務家が コンセイユ・デタなどに属する公務員で ったの 対し ギルホ一族は在野の実務家であり  
、その実務経験をもとにした硬究である点で異色を
放っている。
その概説書の第一一様では登録免許税・印紙税・抵当権税
が、第二部では相続税が、第三蔀では司法手続の諸説(号。芹まのと古門出己記号)が、第四部では法人課税(言語  
ω 
弓 
- 2 ω
。。吾合)が、それぞれ論じられている。そ
の序論において、「民法研究は租税法研究に先行されるべきである。長法の考察は、担税徴収に践する契約の性質や射程を決めるのに不可欠である。:::民法は租税 の基礎を提供する。民法の規範によって課説の可否・条許・金額などが定まり、語求可能性などの問題が解決される」と記されてお号、租税法と民事法を結合させる考え方を照明確に
( お )
読み取ることができる。そ 意味で ギルホ一族の研究には、ヴァ  
ルやジェニイの学説と方法論的に共通している
ところがある。
これら、私法学における程税研究は、フランスの貯政法

学史ないし程説法学史のなかでは持活読 すぎず、その成果
辻公法学的な租税窺究に次第に吸叙されていくことになる。
それにもかかわらず、この亜流の租税研究は第二次大戦後
まで命脈を保ち、二 
世紀後半には新たな視点から再生さ

れるに至るので為る(四似参照)。 
 ( E g H ) m三二
O
O
世紀前半の公法学的な租税研究

二 
世紀に入ると、一九二四年二月六日デクレに基づき、

i
一八八九年に導入された「財政法髄」に代わって、総合科目としての「財致論 
( m Z Z 2  
℃5 - 5 5 ω )
」が登場する。
O
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一九世紀の程税研究は、経済学的研究と法学的研究、さらに泣実務的講究と大学での研究に分断されていたが、これらが公法学の一部としての「財政論」に取り込まれることになったのである。
この「財政論」は、財政を法的観点のみならず、政治的
観点や経揖的観点を交えて、総合的に考察する科目であり、ジェズ(の・』  
3 0 )
の主導のもとで、援の方法論に対志す
る形で畏関していく。そこで以下では、ジェズの方法論を
(お }
中心にして、関連する状況 含め 概観しておこう。
∞ジェズの程税研究ジェズは、「財政論」 講義録や概説書を数多く残して
いるが、財政の考察対象を、予算の定立、予算の執行、議出、歳入(租税)、公債の五つに分けている。ここでは財政研究のなかに租税研究が包含されており、これが今日に至るまで叫財政研究 襟準島な体系となってい
またジェズ辻、封致研究の方法論として、法的観点・政
治的観点・経済的観点から総合的に考察するべきこと 主張し、それぞれの観点は独立した研究対象をな としている。程税研究に慰問しても、ジェズは三つ 観点を明確に区分している。たとえば、程税に関する議会の同意の意義については、法的観点からすると、近代菌家では財産権の震害には法律の根拠が必要であるという原則が当てはめられたものである 
5
また経済的観点からすると、程税が経済活
動に影響を与え ことから、議会の場 関連する諸和益や
〉
にあるのではなく、予算審議等を通じた〈統鰐基本震理法〈予溺(℃広三ぎロ)》・〈合開(ロ
〉 ・ 〈 討
論(忌 課税の当否について審議したうえで決定する必要があるという考え方に基づ いる。さらに政治的観点からすると、租税の必要性や剥点を親説者に理解させると租税数収が容易に・なるから議決が求められる、という説明をしている。
そのうえでジェズは、〈財政研究の自律性
門 戸 。  
宮 口 の め 門 戸  
2
苦言。。  
ω )
〉を主張し、かかる複合的な
観点から財政を総合的かつ自律的に研究すべきであると説いた。その意味で、従来の経済学的な萌究や私法学的な研究から一線を画したことになる。また、当時の法律学の方法論との比較でいえば、外国法や外国の前政能度を積極的に参黒したことが特記すべき点である。
その一方で、ジェズは、封設における政治的問題と技病
的問題を区別 ており、一九世紀の経済学者が財政の技術的要素を重視していたのと対照的に 財政全般について治的問問題が第一義的な地位 占める を説いている。程税についても、謀説対象等に関する基本的な決定は設治的判斬に依存しており、政治家が国民の中肩な意見を代表すること よって決せられると いる。
ジェズの基本的な認識として一貫しているの辻、財政の
2 5 m Z
ロ)〉の三つにあるとしたうえで、議会の役
ER
割を相対化し 国会の財政 機能は〈決定守主。)〉にあるとしたことで・ある。同時に、議会の決定の
z z z b )
ER E S ) E C H O S E - o
( n g t
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議ろ震として、審議者による専門的機関の活尾も主張してr t b ) い る 。( m g t g E E E E E Eかくして二 
世紀前半の財政新究辻、いわばジェズの独
壇場となった観があるが、ジエズの実定法分析に理論的な基礎を与えた論者として、ォ:リウ(玄・民主ユ。己)の存
i O
在を忘れるわけにはいかない。オーワ は、祖税法律主義が政治的会統制を意味すると述べて、ジェズの予算論等大きな影響を与えて る。またオ 
リウは、〈行政管理
( g =〈⑦)》の概念のもとで、程税を含め
た行政全殻に〈協働 
与
2EE
ロ)〉の理念を取り入れ
るとともに、そのために行政にお 〈公開(口三
〉の京理を重視した。さらに、違憲審査制の導入に
l
よって租税法令の統制を図るべきであ と主張 、租税情
E
報の諮密主義が違憲事由にな とも述べている。
H i g - - E Z
なお、課税課拠論についてみると、ジェズの租説理論は、

当時の実務的な問題状況を的確 捉えた のであった。す
なわち、彼は交換的 観から脱却して、わが国の義務説
に相当する〈連帯的 (斤広三宮込めで  
忘 
忌 ) 〉 

)z
の考え方を採号、累進課税の導入 可龍 する理詰的素地
を作った。オ 
リウも、交換的租税観を基本的に否定した

が、程税の非課税・減免に関しては交換的租税観の考え方
を残存させ、減免措置等の正当化を試みている。

∞私法学的な種税研究に対する批判エックス・マルセイユ大学教授などを歴任したトゥロタ
バ(「  
， 
は、第二次大戦諒に、ジェズの〈叫財政
務究の自律性〉やオ 
リウの〈戸行政法の自律性〉の議論に
敬う形で、〈租税法の自律性(お三  
一めき号立円安
2 
の理論を世に開い、ジェニイやヴァ 
1
ルらが私法原
理と程説法原理を結合させていたのに対抗して、租税法を
(お }
独立させるべきであると主張した。この議論は、行設上の費権積務の相殺に関する学説などに影響を与えている。さらにトロタパは、第二次大戦の前後を通じて財政や租税に関する概説書を継続的 公刊し、経済的・政治的観点を取れソ入れながらも、基本的には法的分析 力を注いだ。四ニ 
世紀後半以蜂の租税研究
こうして、ジェズらの理論的'教育的な貢献もあって、
二 
世紀中葉になると、「財政論」は、憲法・行政法・国
捺法とともに、公法の西大春日のひとつとして金量づけられるようになる。その結果として、「財政論」の一分野としての担税法に確毘たる地栓が与え れるよう なった。
そうした講学上の基盤をもとに、二 
世紀後半に入ると、 

租税研究泣きわめて多様な展関をみせるようになる。そ 
概要は、①公法学における租税研究 独立化、②私法学 
2CV
O
な租税研究の復活、③社会学的 担税研究、の三つ 分けて描写することが許されよう。梧互に重複する要素がある
O HH O E Z ω )
こと詰否定しえないが、以下ではこれらの三つの要素に分けて、関連する動向 ともに諌観すること しよう
l
SOB
O
a 
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∞公法学における租税研究の独立
nD E - c Dg - -g E
最近では、公法学に日属する「財政論」の内部での専門分
化として、「程説法(込町三件出君主)」の独立が自立っている。詩に、カリキュラムを再編した一九六八年一一月一二日法律(六人・九七八号)以降、「租税法」が独立した講義科
芯己
己
」が最も盛んであるが、「家族税制
(出足丘一広号
片
gg
P 2 )
として扱われるようにな号、現在では、おもに学部低学
E E E E σ )
l冨 ・R E
年向けの講義春吉として採用されている。ジェズの方法論を比較的忠実に継承しているのは、前述のトゥロタバのほか、パリ大学で長く「財政論」を講じたゴドメ(同のき号
5 2 )
があげられるが、両者の財政論概説書にお
いても、次第に租税法が独立 た巻 構或するようになる。
( m )
さらに最近では、租税法関係の発展科自として 租説手
続法や租税法各論の講義・研究が発展をみ いる。このうち租税手続については、「租税手続法 
( U 5 2 E B
宏
色合)」と題する講義の倒が最も一般的である。その場合
g - p b E
の租説手続には、租裂の確定・徴設の手続の廷か、租競争
訟手続も含まれるのが通例である。なお、租税確定手続や
税務調査などをまとめる形で、「担税統制 
( 2 2
与- o r t 

a E
己」と題する概説書も刊行されているが、実質的には租
税手続と重語放する内容である。
組方、課税要件の各論的研究としては、「企業課 (宏
」や「国際課税(宏
色。)」なども独立して論じられている。これらは、
法学部の高学年向けの講義として提供されることが多いむ実務家の執筆が多いのも、この領域である。
このほか、憲法震が租税法令に対する憲法判断を積極的
に示すようになってきたことから、憲法院判例の分析を基礎としながら、「憲法的財政法(号。芹出口自己
28
ロ 在  
巴)」、ないしその一部として「憲法的程税法 
25
芹
宏
g - 2 5 z z t c D Z } )
」と呼ばれる分野が講或されつつあ
る。もともと憲法院辻、法律事項と命令事項の基準が遵守されているか否かを審査することから出発したが 現在では法令の違憲性を広範に審査しており、憲法学 関心も法判関に額斜しつつあることか 、いわゆる〈憲法学における法学化の額向〉が生じているといわれるが、 領域でも類献の頼向がみられるわけである。
同社会学的な租税研究薪しい方法論として、財政ないし程説の社会学的研究を

あげることができる。ジェズによって謹立された伝統的な
方法論は、法的観点と政治的観点を唆別するものでありノ 
右の
ω
の傾向は基本的にはジェズの方法論にならったうえ

で、法的観点からの財政研究のなかで程税研究を分化させ
るものである。これに対して、新たに社会学的方法論と訴
EEする財設研究は、おもにラワユミエール(り戸包 
邑 か ヨ )
によって提唱されたもので 伝統的な 的観点と政治的観点等を包括する形での研究 ある。
すなわちラワユミエ 
ルは、酔財政の研究方法には法学的
i
E
Z I  
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方法・経語学的方法・社会学的方法の三つがあるとして、法学的方法と経済的方法を取る代表的論者として、それぞれジェズとバレール(〉 回号芯
5 )
をあげ、みずからを社
会学的方法論 性格づけている。財政上の決定過程においては、法・経詰・政治の三つの要素が複合 に存在してい
i
ると解したうえで、これらの視点を統合し、封設現象をひとつの社会現象として分析する必要があるという。彼のいう社会学的方法とは、「統治者が、回全体の行政的管理や、その経捷的・ 的発展をも にして 公的負担を社会集団に分配する決定と その執行手段に関する研究」でありノ、窺究の対象は決定と執行の手続に舟けられ、財政に関する法規範や政治的動態、財政手法の経済 機能 すべ 考察対象となる。
ラリュミエ  
ルは、吉己の方法論が政治的事実等を重課
しているという意味で、ジェズの 論と区剥しているが、ジェズが法的観点のみならず政治的観点や経済的観点をも重視したことは、先述のとおりであ 。その反面、ジェズが三つの提点を独立させ、かつ法 視去に偏っていたこともまた薙かである。こうした方法論 違いは相対的なもであり、留別 問題解決に重接的な意味をもつわけで誌ないが、ジェズの学説を基軸として方法論の整理がなされいるといえるだろう。同時に、政治学・社会学・経語 などの関連諸科目の狭関にあっ 、「信設論」 昌律性を確保する試み う側面もある。
世紀中庸から活躍したア
ルダン
ラリュミエ:ルの社会学的方法論は、とちわけデユクロ
(叫)
エ (の・斗  
255
による租税政策の歴史的研究も間じ系統
に属するといえよう。また、二
・〉  
丹)も、一連の程説法研究を残しており、
その歴史的研究が最も著名であるが、全体として社会学的考察を重規しているので、ここに含めることができよ持。
同私法学的な程税研究の復活近時では、私法学的な程税研究がひとつの海流をなして
いる。もともと「財政議」は公法学の一分野とされてお号、右の  
ω
および例はこの枠内での変容であるが、最近では
「財政論」の一部としての租税研究とは別に、私法学の一部として租税法が研究・教育され 。歴史的にみれば一九世紀末のヴァ  
ルやジェニイ-に始まる亜流の租税法学
が、ジェズやトゥロタバらに始まる主流派の勢威にもかかわらず、部分的に復活したということができる。ながらく公法学とされてきた租税法が〈私法化(℃ユ 
〉
している、ともいわれる。
この流れに屠する論者の基本的な問題意識として辻、特

に企業課税が商取引の戦略を決めうえで重要な要素になっ
ていることに着目するものである。一九世紀末の私法学的
程税研究と比較すると ヴァ 
ルやジェニイの方法論は、 

( C
法原理としてお私法と程税法 共通性を議出 ようとする試
m )
みであったの 対して、今自では 考察の対象と て一体
EE
i
l
O
g t g t g )
(H i c - 己
の擁説書に謎承されているが、トゥルニ
74 
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化する動きであり、私法原理を租税法原理に直接適用すること自体は強課されていないといえる。
かかる私法学的な租税誘究者の例として、二 
萱紀中露
に活寵したメグレ 
( H Z 3 2 H )
をあげることができよう。
メグレは弁護士であると同時に私法学の研究者でもあり、パリ大学に民法・労働法の教授として着任したが、のちに
O
農業法を中心に講じ、この分野の権説書を著して る。あわせて役は、農業 対する国家の介入(補助金・租税など)に関心をもち、かかる問題意識をもとに租税法の概説書を著している 
c
また、租税訴訟においては、弁護士が新たな解釈論を提示し、それが暫例の形成に貢献しているという現象も見られる。さらに このことが私法学的な租税研究の展開に雲献している。国立行政学院(ロ 
『ロ丘一。ロ巳め門守主
など、大学以外の教育機関の果たす役割がいっそう古河まっ
g
それに関連して、租税法教育の場としても、政治学院や
可 旦 古 口 一
BEZ
2m
5 ) L
i
現在では、トゥ 
ルーズ大学のセル 
2
トン(ヲ∞
が、蕗法を講ずる一方で、「語家引課税法(己
5 -
仲間宮 
安
研究の典型例といえる。こうした傾向を反映して、大学
2E? 
ているように見受けられる。バワラニ(後出)をはじめ、政治学院等で教鞭を執った実務家 、積極的に租税理論を展開し ことも注目される。
最後に、課税根拠論については、租税の領域では法令の
整錆が進められたことによ号、こ 種の基礎理論が後退している観は否めない。一殻には、ジェズの学説以持、連帯的租税観が主流となっている いう見方がなさ ているが、その一方で、政策への誘導(吉己
zto
ロ)の目的をもっ非
課税・減免語量については、個々の続税者(多くの場合は企業)と あいだで租税契約が締結されることが多く 交換的租税観が復活しているという評髄もある。後者については、オ 
リウ学説が応用された結果であるという理解も
i
の罰説書を著しており、私法学的な租税
i
の講義体系としても、博士論文準備課程(佳ロ
550
【三吉含
さ買え皇内庁一己何〉)の私法コ  
スにおいて、「企業謀説」
などの選択科自が量かれるのが通例であち、公法コ 
i
スの
s E 3 ) 財政・租税関係の科目と並立される とも多い。
山間程税に関する研究・教育の担い手程税法研究の担い手についていえば、近時の程税法研究(とりわけ課税要件の各論的研究)辻、実務家が主導して
いるという印象を、つける。実捺、大学の講義・演習においても、弁護士等の肩書きをもっ併任教授 
55
向 。  
可龍であろう。
第二章
現代における程税ガバナンス論の展開  
をはじめとした実務家が担当する例が増えている。
本章では、前章に述べた現代的な動向のひとつとして、
s -Z H H
己 
ω 8 c a s t  
z 
〉 )
] W Z
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フランスにおける程税ガパナンス議の現状を詔分することにしたい。
E E O P E - s z g
ZD)
一程程ガパナンス論の現状ω
種税ガパナンス論の主体
i
フランスにおいて〈租貌ガパナンス〉という用語を明示
四年の後半に辻、程税ガパナン
スというテ 的に掲げているのは、企業研究院 
去三号 
買
- 8 )
の活動である。民研究所は、一九 
一年七月一日
法律に基づいて一九七五年に麓設された非営利毘体 
( 2 2
OO o c i or s - Z )
き己主  
である。
同研究所は、国内外の主要な民間企業によって講成され
るが、学識経験者を含めた委員会を構成し、いくつかの作
( H g
業グループに分かれて、さまざまな現代的なテーマを設定してい 。最近では、租税制震のほか、叫財政支出や労動法
O
制などに関する検討結果が出されている。租税制度に関して検討を行ったのは、租税制度改善委員会 
R O B E - 3 3
222E
号 
号 
であり、程税行政に関し

ても実際的かつ理論的な提言を行っ いる。パワ第一大学
のブ  
1
ヴィエ(言日凶 
円)教授をはじめとした、「財政 

論」の大学研究者や、弁護士等の実務家も参加し 

同委員会は、さまざまな角度から租税制度についての検
討を行っているが、二
マのもとで、租税法令の定立およびその適用
のあり方につい 検討を行っており、そ 結果 もとに
二 
五年二月には「租税ガパナンスの改革に向けた提
言」と題する報告書を公表している(以下、単に報告書という)。みずからの成果を〈フランス的な租税ガバナンス
( 開  
『 
号 
〉と形容しており、
その国際的な葬殊性も強調している。
同組税ガパナンスの定義報告書では、租税ガバナンスに関する明確な定義は示さ
れていないようにみえる。一応の説明としては、「ガバナ
ンスの概念は、社会における権科 行使や、規範の策定、
決定、それらの正当化、実行や統制の方法に包括的に関わ
るものであり、将来的にいえば経済的事項および社会的事
項の両方に当てはまる」と記した で、「租税規範
2 2 5 σ p s -
。)の創設や適居のプロセス(℃  
」

を重読している。具体的には、課税権力の行使に影響を与
える規範・手続・状況はどのようなものか、租税法はどの
ように作り上げられ のか、租税規範 策定者 最初の動
機は何か、彼らにはどのような制約が課されるのか、この
規範創創設のプロセスとしていかなる結果が生ずる 租説
規範はどのように適用される か こ 規範 主な穣詑
不全は何か、などが考察 。さらに、結語においては、
「新しい租税ガパナンスを推進することとは、公的活動の
 OO22522rs
機能不全に対応するため 、担税の境律 関する新し 原理と新しい慧様を創出する必要性を認識す ことを意味する」と記している。基本的には 租税ガパナンスを〈租税
PF
E 2 5 )
5 2 g g )
76 
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に関する規範が決定・適用される態様〉として捉えていることになろう。
ちなみに報告書法、その本文の冒頭において、「最近で
は、ガパナンスの競念 しばし、ば用いられている」としたうえで、「ガパナンス(向。己〈向  
言。)の概念は、ガパメ
2 5 E E H )
ント ( 向 。 ロ 〈  
822EC
の同義語として、二二世紀にフラ
ンス語に登場した。この用語は、我々の隣人である英国入によって借期されていたが、一九九 
0
年代初頭以降、特に
世界銀行や菌際通貨基金 いった国際機関の影響によって、公の議論の場で再び用いられるようになった」と注記してい る 。
E E E C
そのうえで報告書辻、ガパナンスの観点から包話的な分
析を行っている。多様な内容が盛り込まれているが 以下では、その要旨を示しておくことにしよう。
S
ニ語読決定通程の諸爵題
租税規範が定立される過程には、避けて通れない通過 

がある。すなわち ひとたび租税に関する改革が提案さ 
ると、協議(の  
ロ)の対象とならなければならず、

次いでシミュレーション(包 
ロ)がなされる。予想

しうる譲数の選択設 あいだで 裁断(ミ豆片言警)執行府の権限である。そのうえで、国会 権限に基づいて、議決がなされる。
その歩み詰ほとんど、
ないしはまったくと言ってよいほ
ど一本化されておらず、規範定立のプロセスは、行ったり来たり  
の繰り返しで、ある。いずれにしても、準犠および決
定のすべての段階は、租説法の機能不全 
片
志向。立言語)に関孫している。
租税決定過程の迷路の奥には、行政機関と政治家という、
二つの集団が存在している。そこで、程税決 手続は、租税詰律を提案する行政における過程(糾)と、それに対する国会の対志に関する過程(同)に大別され 後者に辻憲法院  
巴 
己)の関与を含めることがで
きる。以下では、これら二つの過程につい 、順に論ずることにしよう。
一山~行政的な決定過程における関鎖性現在のフランスでは、行設接関によ 租税法令の準舗が、

しばしば外部との接触を断って行われ 。すなわち、租税
上の決定に際しては、事後評倍(を巴
5
己 
け ) よ 

ちも事前評錨(か  
己 主 守 口  
に重点が置かれてい

るが、事前評舗 緊 秘密主義が取ら てい 。そこ
で、今後の改善の方途としては、法律制定にあたっての協
議に意見交換 
( g B E E - s t
。ロ)と悟報提供

丘三)をいっそう強化することが求められる。

g 行設的な決定過程は、三つの段帯、すなわち、法律の前
( h o g
段階における協議、租税シミュレーション(巴ヨ己主 ロ宏 
芝、法律の執行命令 
℃ 茎  
ロ)に関す
J
門
る協議、に区関される。そこで、以下で辻、この三つの段
g - 25EEZS
( Z M Z ω Z A E O )
E
82dg 55tS553g t o
( E F E E -
77 
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措に分けて考察することにしたい。
なお、フランスにおいて、行政的な決定過程において最
されてきたというのである。
租税設業に関して諮問手続がなされる例としては、事業
ケ委員会 
位。ロ喝。  
25
円)のように、任意の宥識者委員会
包0 5
号室普
ω )
を創設して、決定の拠与一所にす
0305ZZ)
I
( S E E - m( g E B 2
( g u S
t gも重要な役割を担うのは、財務省の租税法規局(口町めの
号 
E - b
尚 一  
E 
税 
ωEE2Hrs
宵ロロり)である。同局は、租税
誌馬(口一  
5 2 5 P 5 5 5 - o
己25
忘 
一むの同)に属し、一入
Z
買え  
の将来に関するフ 
。人程度の人員を擁している。その権龍 しては、各種の
る程度である。これに対して、たとえば英国で辻、公式的
( n g z - z t o
租税法令を策定するのみならず、通達等を通じて法令解釈
で体系的な諮問
上の諸問題の解決を図る。程税法規局は、国家租税評議会 
化されている。
諮関等がなされる場合にも、諮問が非公式すぎること、
諮問の時期が遅すぎること、諮問の期間が短すぎることは、
ロ)が、実定法において定式
力開発機構 
( 2 - E 5
も重要な課題となる。
①祖税法律の制定詰の協議程説法律の前段轄での
協議は、相対的にみて不舗な状態のままであ 。この種の協議は、フランスではほ んど形式化されておらず、 ばしば非公式であって、体系的ではない。諸外国のよう 、公式の 穣関・諮関機関 存在しないし、公式に要求される説明文書も乏しい。
フランスでは、合意の文化 
含 
3 5 3 2 ω )
の
脆弱さを反映 て、こうした協議の方法は到底瀧足のゆくもので誌ない。務密主義の正当化のために、しばしば租税の詩殊笠が語られる。すなわち、租税の戴 接収はレガワア的権利であり、伝統的にも冨王の権限として襲密裡に( P
( O
℃2 m )
などの屋内機関に加わる
況か、フランスを代表して、致問共同体自己)や経済協
開わり)などの国際機関の審議に参加してい
決定手続の最適北を阻害する結果となる。また、諮問の結
る。そこで 程税法規局 活動やその位置づけが、ここで
に有和な立場を提供することにな 場合があり、こうした
号
mg
( g
z t r )
S E c s -
言。ロロ  
果として、最も力をもった利益同盟 
己 主  
0 5
円 三
本平等な欝酉が 題となる。しかも、諮問を通じて、法規範の適用によって生ずる深刻な問題を未熟に訪ぐことは、必ずしも期待できない状況にあ 。
②租税法律策定に際しての事前評価程税法律案は、
シミュレ  
シヨンおよび-評倍の対象とならなければならな
i
ションは、営業税(苦言
再編する改革に失致して以来、義務的なものとなったが、特に租税負担の転嫁(け 
貯 
母岳民需
ω )
の大きさを
正当に評価してこなかった。しかも 程税シミュレ 
シ ヨ
ンは、その完壁主義に苦しんでいるのが現実であ 。つまり、その技術的な限界に加えて、特に封政的 観点や納税
EE
2 m
D Z )
i
i
い。シミユレ 
を事業税に
78 
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者間の租税転嫁に重点を置きすぎているという問題がある。
こうした問題点は、二つの好ましくない結果をもたらしe
z - 0 2 Z )
者(曹三
S Z )
〉になるリスクに対して責任をもつことが
できないために、身動きが攻れなくなり、彼らをして、コている。まず第一に、決定権者(与がの
たちは、〈敗
門三日宮わけ)の研究
の進展にとって好ましいものではない。ストがかかる〈敗者ゼロ〉の選択を余儀なくさせている。アルル地方説改革委員会中長丘小包
25
含 
E E F 2 5
巳2 
5
忘 
は、「我々辻、シミユレ 
ションなしの改
革から、改革 しのシミュレーションへ向かっている」と述べて、危険な方向への転換について物語っている。第二
( t E g
に、フランス 行政丈化は、租税措置 事前評鍾 関して、田態依然たる態度を或って る。評額が財務省の諸穣関に
2 5 5 - E F 5 5 3 ) E 2 2 )
よってなかば独占され、非公開とされることが多い。こうした環境は、インパクト調査 
i
( E
担税法律の制定後の議議程税法律が制定された
あとの揚議は、制定前の協議に比べれば、相対的に講是のゆくものである。租税法律の執行命令 起草するために、行政機関は、関連する事業者(望。向。  
の
代表たちと、比較的問綿密に連絡を取り続ける。行政機関による境報戦箔 
( 2 5
富民三宅宮内ミヨ丘一言)が襲爵されるわ
けであち、租説宮山汀も《譲合的アクセス 
三江去のが  
ω )
〉
の実現を図る野望を抱いている。具体的には、解説用の冊子の配布、シンポジウム等の開催、テレビやラジオなどの
メディアの活用である。かかる租税に関する意見交換や情報提供については、特に信報へのアクセスの改善に向けた関係省庁の努力によって、質的な進歩が晃られる。しかしながら、そこでもまた、体系的もしくは定式化された意見聴取 
( 2 5
己 
ロ)がなされていないことから、付加価
値税(汁員。  
ωロこ  
ω
〈 巳  
2
円色。己丹念一寸〈〉)のインターネッ
ト手続(忌
E E 5 5 F Z Z 2 )
の実施時のように、機能不全
が見られること あった。また、清報提供等の相手方としては、個人よりも法人に重点が置かれ おり 後述の租税窓口の一本化が法人向けになされている も この反映といえる。概して、 律の執行 関する技術的な段階 は、いくつかの問題点が指捕できる。
④今後の改善の方向性租税上の決定に先立つ段措

で、協議の方式を定式化することが求められる。その基本
原理としては、第一に、協議を体系化し、すべての程税法
令の立案に緊して協議がなされなければ らない。第二に協議を広範化・公開化し、あらゆる関孫者を結・広く協議 
参加させるべきである。第三に、協議の して 計酉
が詳細に一不され、必要な情報へ アクセスが保障され け
ればならない。第四に 時間的条件として、最小限
の協議期間が確保されなければ らない 

司時に、租税措賓の事前評価が透明な協議手続にとって
必要不可欠な手段であることから インパクト調査の体系
g z o
住が図られなければならない。かかる評価制度は 公権力 
79 
く研究ノー ト〉
的な穣期間担互の合意に弦拠せしめるよちは、法令上の割愛とするのが好ましい。P S E M ) ( s z t S 2 )∞政治的な決定過程における陪題点
2 2 5 z c
E i
程税規範の策定に関する政治的道程は、程税法の整合性
を確保する。政治遇程の問題は、次の三つ
に分けられる。
①執行府における租税制度の立案 関す 問
執行権 よる租税制度の法絹化は、しば ば反生産的( さ 三  
望 。 門 戸 己  
2 2 0 )
である。たしかに、すべての設治
225Z
辻、〈致策の駆け引き 
( 5
〕2
号苦言
55)
〉であり、致
治的状況によって、決定のプロセスが最良とはいえないことを説明ないし正当化できる。しかし、それでも指損され
- E r E g n g )
るべきは、租税措置が政治家やマスメディアの演出( 買  
一口)のために科渇される傾向にあることであ
2gOOo r E z - - o )
る。すなわち、まず第一に、大臣らは、予算 支 に課せられる諸制約を考慮に入れるため 、みずから 関心 対象を、震悪ながら魅力に富む程税支出(込
3 2 2 ω
E Z )
宏
2 
2 - 2 )
へと移していった。第二に、租税上の活動は、緊
急性や守山知性という旗印のもとでの洗礼を あまりにも頻繁に受けている。しかし がら、租税上の秘密な
253  
は、予算法律案(官。を号 
の提
出に捺して〈罵知の 秘密 
号℃ 
〉に
なっているという現実があ 実際、二 
五年予算法律
案の審議 際 、社会保障負担(岳山蒜 
。 
の
軽減に関して、多かれ 
少なかれ組織的に積報が、漏洩してい
る。また、緊急を要するという圧力によって種々の租税措置が取られる一方で 重要な改革は遅々とし 進まない。第三一に、政治的な体重への配震は、程説の問題状況 複雑さと不安を増大させる。社会保障一穀説 
ロ き
己 主 。 ぬ  
一の∞の)は、こうした限界をよく表してい
る。すなわち、所得税(吉志
Zω
己宮古〈 
己含
ω
胃
2 0
ロ 『  
戸 当  
一馬主】)の算定にあたって、一方では社会
保障陣一般税の税額を控除可能としたり、地方で 控除不可誌としたりする制度を共存させていることや 所得の性質によって異なった 率が適用 れるという問題などがある。前者は、社会保障一般税が社会保障の分担金であるか租税であるかという法的論点に関係する 、いずれに も結渇は設治的な記憲によ て決定されている。
②租税法律の制定過程における国会審議の問題点

租税規範の制定過程に対する立法者の介入は、十分に満足
の行くものではない。立法者の権震は、すべての段階にお
いて割譲されており、その活動領域は、三方から遮られて
いる。まず、国 機関のレベルで辻、行政立法権(℃
2 2 

〈 。 一 円 芯  
m Z 5 2 z - 5 )
、行政解釈(号。三思包 
〈 ⑦ ) 、 

smH)}および租税裁判官(吉宮門
HOT-5
志斤)の介在によって、制
限が謡えられる。また、上から辻 拡大しつつあ 国際的
g b s - 2 3
規範(司会
-zEZ2
主きと  
2 )
、特にヨーロッパ共同体の
Ezg
規範によって、制約されている。さ に 下からは 地方
e
g ( S P E C c t c
BEEgt
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課税権の確立によって、制限される。
立法者の発議権限は、技第的理由として程税事項 
他方、行政解釈は、租税制度に柔軟性を与え、綿税者の
便宜にも資するという意味で、必要不可欠な存在である。
( 宮 司  
Z52Z
ユ253
芯)に基づく諸制麦、そして
が与えられ、行政解釈の変更辻将来に対してのみ効力を有
政治的理由として議会多数派の存在によって、それぞれ制
巳2 
℃
S Z )
の諸説雑さ、法的理由として諺正的議会主義
限されている。たとえ議会が法案修正権(号。常円。
5 8 1
八 
条 
。
号
52
け)を行使しうることが保障されていても、国会審
議における立法者の介入は思定されている。同隷に、租税
F o s - -
分野における惨正案の増加は、かえって誼税法律の意義を後退させている。これは、法案の準備の不十分さ、法的な
( L( F Z B ω
O
A-B)
g '
tpg
安 
しかも、行政解釈を信頼した納税者に対しては一定の保護
汁 
することが、現行の租税手続法典広島己完∞宕  
2 - 2 )
に明記されている
しかし、行設解釈が法令攻正の先車りをする内容であったり、法令に抵触する内容を っ場合も少なくなく 内容的な不明確さや策定の遅延も指摘され 。したがって、行政解釈の濫用は、避けられなければならない。
s z )不手際、程程 関す 下位法令(三
2 0 4 0
円 三 主  
志向宮
の重要性などによるものである。さちに、現代民主
主義においては、議会の〈統制 議龍(皆吉己き含 
番
i
g D
号堂。)〉が最優先されなけ ばならない ずな に、実際には国会は程税事項についてわずかな権限しか行使していな い 。
OO
S Z - U S E Z Z S E E 2 5 ω )
二 
一年八月一日組織法律(二 
00
一・六九二号)五
二条は、強制的鍛収る報告書が政府から国会に対して提出され と、当一該報
に関す
告書は種民ごと 当該年度から翌々年度まで 予溺を含むこと、当該報告書が国会における審議の対象に こを定めている。また 開法律のもとで、国会の質問権や調査権が強化されている。しかし、他の欧米諸匡に比べ ば、国会の役割は乏しいという現実がある。
また、埼方課税権との関係では、培方団体法一九八一年
以来、地方四説(事業税、住民税、建築地不動産税、非建築地不動産税)の税率だけを決定することができ ように
三年三月二八 
の憲法改正により、地方
OO
E
なったが、二匡体の慰政自治権が強化され、地方議会の議決 基づいて法律の定める範囲で課税要性を決定することも可龍にな号、租税収入が義入の主要部分となることが保障され ようなった。
このほか、程税裁判官は、租税事件を通じて規範定立権
限を有してお号、一般法理(胃
r E U 2 5 5 5 E )
の構築
に賓載している。国禁的規範として辻、付加錨鐘税をはじめとして多数の規揮が存在しており 国内法的措置が取られている。
③憲法院の意義
さらに、憲法裁判官(」己腎  
z 
( E
位z 
。 。 ロ  
81 
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三 宮  
t c D Z ] )
の介入によって、上院・下院における読会
に続く、いわば法律の〈第三読会(耳
o z - 3 5 - 2 5 2 )
〉
が開催される。憲法院の判例は、租税法律の策定方式および行政機関による適用の条件を完全に枠付けることによって、立法者が租説法律の基本原期を尊重することを保産する。このよう して 一方では国会の権利と納税者の権利
OO
の間で、他方では政府の特権と行政機関の特権の間で、雛妙な均衡が確 される。
( E E 0 2 2 2( 2 5 5 - z - 0 5
②程税契約の確立に向けた租税法律の復権に向けて租貌法律辻、組の祖税権力、とちわけ行致との競合にさ
らされている。租税規範の策定におけ 議会 関与辻、改善の余地がある。そこで 租税契約 
( g E E H
出円主)を確
立するために、程税法律の復権が密られるべきであり、そ
R Z Z )g E E S m )
のためには次のような改善 方向性が考えられ 。
第一に、国会議員と他の主体と あいだの接触を強化す

ることが重要である。接触の相手方としては、行政機関、
大学研究者、民間企業、続税者があげられる。第二 、租
税規範に対する議会の〈統制〉という穣龍を再確寵す 必
要があち、二 
一年八月一円口組織法律を基礎にして国会
E

の権限を拡大することが求め れる。また、組織的観点か
らいうと、程税を監視する常設機関がないことは問題であ
号、再寵の財政委員会 
はそ 

円 山
の創設を検討するべきである。叫財政委員会が、主要な税ごとに特別報告担当者 
弓 
を指名す
ることも、一方法である。第三に、二 
00
一年八月一日組
織法律による予算改革を、租競制度の改善の好撲として活用することが求められる。歳出と歳入を一棒として改革に取り組み、財政的な論点と程税的な論点を栢互に対照させるのが好ましい。このほか、担税法律の定める事項を確保するために、規範の階墨性を尊重すること、租税法穿や予算法律の専権事項を明確にすること、政府による租税法律の改正案に対してコンセイユ・デタ 
582
巳円空白け)等
の独立機関の意見を求め 、立法諮問(広忠芯
の手続を復活させること、が考えられる。
三程税法の機能不全
租税法律の制定プロセスにおいて指撰された機能不全は、
その適思の段階において一連 機能不全 引き起こす原因となる。以下では、この接能不全 関する類型論 
( 3 1
℃
0 2
柱。)を提示したうえで、租税ガパナンスの改革のための一連の処方筆を導き出すことにしよう。ω
桓説法律の難解さ
租税法に辻〈錬金術的な難解さ 
士宮ヨめ)〉という 

べき現象があり、その適用を複雑にしている。概して租説
- o z z h )法規は、遠回しで詰込み式の体裁をとっ
実際の訴訟においては、租税法律の不照明瞬隠さ よっ 、
次のような負担が生ずることが明らかになった。すなわち、①ストック・オプション制度(志也ヨめ門戸
g z o n z i o
マ
( F 2 5
- 2 Z E  
82 
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民C E )
に見られるような、無益な複雑さを呈する租税法
律。②気まぐれな命名や漠然とした定義。程税一般法典
((リ
0号ぬか
5 5 -
号
ω
吉忘耳打 
において、分寵された
所得(門  
235
在己主寸志)、分配された配当金(全〈  
号
込町主ぎか)、分配された収益  
S E E -
汁門戸互江ぎか)のよう
に、状況に応じて名称が変わる〈カメレオン配当金号 ロ め  
25
企g
ロ)が典型努である(一  
八条以下、一五
八条の二 二二三条参照)。場合によっては、定義が存在しないこともある。そのために裁判官は、弛の法分野(民法、高法、労像法、会計基準など)から概念の定義を借用
(UH)
する必要がある。③持に培方税制震 
( 2 m g -
まぎれ己。)の
Z 5 r s z )
分野において見ちれる 古色蒼熱とした用語法。④そして
全体として 租税関孫書類(が豆 
2iz-2)
の分かりに 

くさ、といった問題がある。
O

このほか、租税上の用語が統一されていないことも問題
である。たとえば、付加錨鐘税は、明らか 〈担税 
( 5 2
ES
℃かけ)〉の性質をもつのに 会話 〉の名称が与えちれてい
( E i s
る。また、租税法令の複雑さによって、法令を遵守するた
めのコストも無援しえな の いる。

そこで、租税制度 簡素北の方向性として、第一に、ス

トック・オプションをはじめ して、複雑な 文を 確北
すること、第二に、地方四税(』己主  
の関係規
定を中心に、古めかしい表現の条文を書き改めること、第三に、租説支出に隠する規定の定期的 見室しをする 、
第四に、管理コストのかかる税目を廃止すること、第五に、続税者の出申告の負担を軽減すること、が考えちれる。
さらに、フランスで辻、諸外国に比して、租貌に関する
一般法理が確立していないという問題点がある。憲法上の規範(財政関係の組織法律を含む)は、もっぱら法律の審議・議決等の条件につい 定めており、言い換える 国会の役割に着 
した規定が多い。憲法院は、一七八九年人権
宣言を相根拠にして、累進性の原則、訪調権尊重の原則、遡及立法 制限などの一般法理を導いているが、法控レベルでは、技術的規範だけが掲げられて る。租税上 一般法理が確立すれば、そ札が政治的な議論の基礎になりうるし、ひいては国民的な議論 つな りうる。特に 明壕笠
ぬ宣言が)やアクセス可能性  
222
巴σ告が)は、憲
法院判決において違憲理由とされる慨はあっても 十分確立していると いえないが 実際上の改善が求められる。

∞租説の安定性の欠如
租税の安定性を害する要因としては、租税法規の改霧の

頻繁さのほか、法令の遡及的適用もあげられ 。
①量的な不安定住法的な安 住(忠 
芯吉
 
ユE 2 5 )
なしに、事業活動の自由は保障されない。とこ
E

( E 5 5ろが、租税の条文数の増加、その分量の増大、法令の頻繁な改正などによって、租税 律の不安定性 
芯)
は、正当化しがたいほどになっている。実際、二 
三年
E
には、一六 
O
の新しい条文が創設された一方で、二七九の
( - S S E - 

OO 2E 
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条文が修正されている。
②祖税法令の遡及措量の詞題点租税法令の遡及的( g E E O適用は、常に納税者のリスクにつながっている。これは、企業精神にとって侵害的である。特に、誘導措置を伴う〈租説契約〉を期限前に破棄することは、関外的な現象で誌ない。一九八二年以降、三五 
の遡及的規定が数えあげ
られ、その三分の一は納税者に不利な内容となっている。
また、裁判上違法とされた課税を立法によって追認
ロ)したり、暫決で不明確性等の疑義が生じた
立法について解釈規定(去さ
cmP55
tg
弓芯  
きロ)を
門戸  
O
設けて遡及的に適崩することによっても、実質的な遡及効が認められるに等しい結果となる。同様に、法令の公布から撞行までに猶予期間を置かないことも問題である。実際に、これらの遡及的諸置が頻繁に用いられている。
O
そうした納税者のリスクを考嘉して、害
g
及的適用について一定の限定を付して る 
憲法読は「い
かなる憲法的値値をもっ原理や規範も 租税関係規定が遡及的一性轄を有することを揚げ会い」と述べつつも、その制約として、璃事罰の不適及の原理を尊重すること、当該措量に十分な公益上の必要性 存するか、当該措置が憲法上の価値に結びついていること(単なる財政的な利益が存在するだけでは不十分であることて 用対象を限定し、追認されるべき理由を詳細に一不 と、納税者の既得権を害しないこと、既判力を伴う判決 尊重しなければならな
こと、という五つを掲げている。欧州人権裁判房でも、同議の制限が謀せられている。今後辻、こうした遡及効の制限が強化されることが予想される。
①租税法の一般原理の定式化の必要性租税契約を
強化するために、租税法の一一般原理を確立する長要があり、そのためには通常の法律の上位規範を設定するのが有効である。具体的には、憲法改正によって遡及的適用の禁止原期が明確にされるべきであるし、誘導措置 期間途中で納税者の不利益に変更することが禁止されるという 思については、組議法律で明文化されるべきである。位方で、誘導措置を最長五年間とし、その関の変更を禁ず った政府方針を掲げることも一方法である。ω
租税能度の撞居と重複
結税者の祖税に対する詞意や信頼を弱めてきた要素とし
て、祖税制震の撞患と課税対象 重複がある。
①租税制度の離用租 制震の濫用は、三つの観点

から観察できる。まず時間的な問題として、製薬業 取引
量に対する謀説のように、一時的な語量 されていたも 
が永続的な措置になった倒がある。また、社会保聾漬務償
還目的説 
豆
σ三
-2225
ぎミ
253
け門日三位(日
2 5 2 2 

巳巳伐の河口∞)のように、期限付きの租税が恒常化された
ものもある。このほか、程税能度のなかには、傍外的措重
であるか否かを関わず、適思され 関がなかったも もあ

( n g
る。たとえ試、スリゼ(』・∞
2 z b )
によって考案された畿 
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収手続は、一九七四年二一月三 
法律(七四・一一六九
c z c Z 号)として採択され、〈スリゼット(足立
2 2 0 )
〉と呼ばれ
ZE)
ているが、あまりにも複雑な手続であるために、実緊上の適用をみていをい。
次に、対象に関しては、自動車税(〈拡足立めささ)や
( E 2 2 g g
〈一パーセント宿泊税(同誌吉官
52
同)〉などに見られる
ように、特定支出に対 て持定紋入を充当する制度が諜用される剖があるが、財政全体の観点からは好ましいものではなく、実際上も卦要不可欠な制度であることは稀 。
さらに、目的に関しては、不遥切な程税メカニズムが採
E O ) E E E S ) OE
出府されたことによって、転用を揺く倒もみられる。たとえ託、本来国禁的な租税回避(小三位。ロ宏
S Z )
に対する制
O
裁として制定された祖税一般法典二 
九条 
B
は、次第に完
全な課税手段 
同母  
になっている。
- E
②重複課税の開題点さら 重複課税が問題とな

る。ひとつの課税客捧(器包
2 5 )
のうえに幾つもの租税

を積み重ねるこ が、フランスの制度の持殻のひとつで 
る。たとえば、資産(宮汁ユ言。  
は四重 課税を受けて
E Z 
  
いる。すなわち、連苦富裕税 
( 5
忘 丹 門 戸 。  
ω。 
包尽きこ山

内 
一拐さは、すでに二つの不動産裂が課されている
不動産に課税されてお号 相続税や贈与税とあわせて、資産価撞の増加と譲護の双方の時点で資産課貌がなされることになる。地方税制度もまた 課税の重複 
( 2 5
己門ロ 
3
皇 
の原理のもとで設計されており、各レベルの地
方公共団体がそれぞれ独自の税率を同一の課税客体に当てはめている。いわば、フランスの特産品として、《在税のミルフィ  
1
ユ 
。 よ さ  
まの主)〉があるわけである。
川刊行致遅延の原因となっている租税制変①租税手続の過重性租税の申告、納付、および異
議申立ては、納税者にとって迷宮(己主色。)のようである。納税義務を遵守するため は、申告書類(含コ 
戸 己 巳  
忌 '
己号主す)の作成という悪夢の上に、納説者には戦関員に類する道程(冨
2 0
己門的色己 
百件)が過酷に課されて
いる。これらの租税手続 、常軌を逸し いる。
もっとも、近時、企業に対して〈単一 課税窓口(辛
苦ユ去三き吋安 
を設けるという原則が掲げられたこ
とは、良 方向に改善されつつあることを示して る。これまで、窓口となる程税官庁は  
ごとに異なっていたが、
財務省の組織改革に伴って整理される傾向にある。同時に、担説債権と過誤姑納付金との相殺も広く認められるようになっている。
②紛争解決のための諸制度フランスでは、租税裁
判制度について二元主義(巳 
吉 見  
が採
用されている。課税に関しては、一般に亘接税 一行政裁塑所の管轄に嘉するのに対して 付加価笹税を除く間接 は司法裁判所の管轄とされており、しかも徴収手続については、再者とも原期として言法裁判所の管轄 属し いる。しかし、かかる二元主義は、比較法的にみて 支持 えな
s c v ( E E
E o
E E E σ 8 2 E R m
B
E E S E - )
H
g m
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い。裁判判管轄について、法律上の明文を欠く場合があるこDO z z b ) とも問題である。
EEZC
また、租税訴訟の件数は、急激に増加しているが、紛争
( σ
解決のために著しく長い時間を要することがある。欧州人
S E n - 2
権裁判所やコンセイユ・デタの判決のなかには、訴訟遅廷
が納説者の権利を震害するとして、国の損害賠償責任を認
めた例がある。
Z ) 

その一方で、訴訟制度を補うものとして、租税調停者
( 冨  
円安。巴)の能震が設けられた。これ辻、裁暫

によらない総争解決方法が、持宜を得た形で強化されたも
のとして、評価できる。
O
iz

例法令の過剰による問題
程税法令の が、昌の程税戦略の鴇読可能性(ロ巴

を欠く結果につながっている。

①量的な問題点フランスには、あまりに多く 租
税、条文、文言が存在している。まず租税 過剰について
OO
いえば、一年間の日数に近い数の租税が存在している。また条文の過剰については、題税一段法典と租税手続法典辻、四 
000
近くの条文がある。法令の増加額舟辻、疑う
余地がない。例えば、一九八 
年の予算法樟には二九の租
税条項 
出忠告凶)があったのに対し、二  
医年
には七五の条項が含まれている。担税公式法規集 
三 宮  
己 
邑己主ハ
- 2 - 5
忘 
辻、全一回巻で棲或され、二万五
000
ベ
i
ジに及ぶ訓令(吉
2 2 2 { 0 5 )
をまとめている。
文言の過剰については、年ごとに増加する規範に、大量の追加条文 
出2 5 ω )
が付け加わる。ダロズ社
( 己 巳  
によって編纂された租税一般法典は、その伝統
的な判形で、現在では二六五六ページにも上っている。財務省租税総馬によって刊行された基礎資料己 
号 
は、一九九九年には五九四八買であったが、
一九九  
年当時に比べて一二七 
頁も増えている。
②租税支出の問題点法令の過剰は、特に程税支出
において著しい。種税法の傍外として、、あまり/にも多くの非課税・減免措量が認められてお号、これによって公法人の議入が縮減している。剖えば二 
三年には、その説収 
G E E - H )
が国家予算に割り当てられる租税のみについ
てみても、四一八の特例措置 
℃
同ω
円 尽 き 官  
を数えていたが、この数字は二 
五年の予算法律案では
四五二に達した。これら 措置の半分だけでも 五 
龍
ユ 
ロという歳入減を生んでいる。
租税徴収以外の事出で程税手法を利居するという程税分

入主義 
( E H 2 5 E - 0 5 5 5
宕
2 - )
に対しては、さまざま

な問題点が詣請され いる。すなわち、導入当初の正当化
事由が存続していないにもかかわらず特例措置が永続化す
Sl
る傾向にあること、その効果について疑問がある場合が少
ZN)
なくないこと、条文の判読可龍性に欠けること、租税髄度
O
Z 2 )
の複雑化・不安定化を招くこと、程税措置の精密化によっ
( Z U 2 2 l
て過剰 管理コストを要すること、一部の納説者だけが納
OO( E m  O
OOSE
2 0 2 5 2 E E
OO 5 5 m )
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UW
( S E
一年入月一門口組議法律は、
それぞれの予算プログラムについて租税支出の評価を義務づけており、これによって、封致支出と租税支出の双方に
( h E z - - q E c
税義務を負い 一種の連帯納 制度
弓
ロ)に
近い側面があること、などである。
こうした状況のもとで、一一
( g
ついて幅広い議論がなされ が期待され
③今後の方向性産税法の再生が、より合理的なガ
パナンスをもたらす。そのために辻、〈立法冴による租税契約 
叶えまの包号  
- z -
己主号。)〉の手法を用いること
が適当である 
たとえば、政府が五カ年の租税政策の基本
OO
方針について、国会とのあいだで合意を取り付けることが
f o g s - ρ 5 )
考えられる。これによっ 、租説法 安定先および予灘可龍性が最小康薙保され、個々 租説措置が整合性を欠く結果になること 避けら 。同時に、国・内的 視点にとど
o g t s z o
まらず、欧州各国との比較において、一定期間 程税政策の当否を検証することが求められる。さらに、租税特例措置について単独の法律ないし法典を制定することが好ましを 
同租税制度の事後評値の不十分さ①フランスにおける評僅制定 遅れ概して、程税
に関する評舗割震は拡充してい 。実捺、租税制度の事後評価が、さまざまな機関によって行われている。例えば、各種の行政機関や監察機関、国家組税評議会、国会、経済分析評議会 
巴三⑦  
などである。
しかし、現在では評価が義務づけられておらず、評髄制度が体系化されていないという問題点がある。
②種税制約度の事後評留の重要性租税制度を評錯す
ること 、新しい租税ガパナンスの鍵となる。そこで、三つの観点から改善が図られる必要がある。まず第一に、評価手続を体系化することである。あらゆる租税法令の改正において、評倍を義務づけ なおかつ定期的な検言に討するべきである。第二に 租税需報 
2252
宏 
へ
のアクセスを容易にする必要がある。組税情報へのアクセスに関する制約は、専門的観点からの評価 
己
吉江戸詰)を活性化す の妨、げ なる。程税上の務密の保護は、量名化やサンプル収集を否定す もの ない。個人笥報は、情報と自由に関する国家評議会(打。
己号コロ甘口  
ロ 
立 が 仰 の  
によって制

度的に保護される。第三に、独立した監察機関を設置する
べきである。すでに国家担税評議会などが設置されている
が、独立性のある評舗と自由な公論(念 
吉芸
2 )
を

可詑にするためには、私的団体のイニシアティブによ 機
関の創設が望ましい 

真の評恒がなければ、程税制震の進化は難しい。程税行
己OD政の実施過程において生じたさまざまな異常さは、残念なことに巨額の揺れた経費をもたら 。人 掴人的なレベルでそれを嘆くが、集団のレベルで包括的な措置が取られることは種である。
H H m z c
2 ι g z g
ZZ Z F )
( g
5 z - 5 1
5 1 Z t
g z m )
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西謹説ガパナンスの改善の方向性Z
以上が、報告書の本論の概要である。さらに報告書は、
結語として次のように述べている。
「本報告書において行った、程税上の決定とその適用に
Qc E Z i
関する迷宮の援は、明らかに穏当な確認にたどり着く。すなわち、フランスにおいて租貌改革をすることは今なお可
CC
能なのか、という聞いに対しては、みずからにその方途を
CZ)
与えることができさえすれば可能である、と答え ことになろう 
現在フランスが最も弱いと思われる三つの段薩に
おいて、到に掲げた七つの指導原理(有吉江口
2
門 戸 町  
2 3  
ミ
ω )
は、祖税ガバナンスを刺新することを可能にする
であろう。決定前の段階では協議を推進すること よっ 、国会における議議の段階では祖説設律 復権によって そして決定後の設措で辻評錨によって、それぞ 可語になるわけである。
租税制度はきわめて重要な問題であり、その解決は租税
専門家だ に委ねられるべきではない。新しい程税ガパナンスを推進することは、公的活動の接龍不全に対応するために、租税の規律 関する新しい原理と新しい議様を割出する必要性 認識 を意味する。このためには 決定の手続 おいて市民社会の関与を認め、 会の反作用的権限  
℃
〈 
を弦張し、外部評舗を強化する
ことが求められる。ガパナンスの向上のた には、とれノわけ事後評緬を拡充する必要がある。
本報告書の
玉となる提言は、独立した担税制約度監察機
関
E
そのために本報告書は、さまざまな指標に基づいて租税
措置の評価を行うこと(特に、設定された自諜に対する実績評価を行うこと)を可能にするために、すべての租税制度改革の評鍾のみならず、程税諸置の定期的な再評鍾をも義務化することを提言する。また、信頼できる外部監査( め さ  
2
ま 
を発達させるため、担税情報への
アクセスを容易にすることも提唱する。
可。)の創設にある。その監境機関は、〈決
定者、メディア、市民に対して、租税に関する争点 
( 3 4
守口凶  
員)、および政治経済的な百的のための租税的手
法の使い方について、独立した監察結果を提供する によ号、公の議論を活発化させること〉を使命 する その実擦の活動としては、英国の租税研究読 
向 。 円  
包翌三一
2 )
に散って、租税法制の改善の提言を公表

することが目指されるべきである。本報告書で述べられる
いくつかの勧告 
(5855g
含 己  
を受け入れることを

通じて、この種の監視機関に向けられた野心的な行動計画
(胃。雪印ヨョ。号守山吉山正)を策定することが、できるよう 
になるだろ つよ 
そのうえで報告書は、租税ガパナンスの変革に向けて、

E2
( C Z 2 g g
七つの指導理念を提示している。ここでも報告書は、決定詰の段階、国会審議の段階、決定後の段階 三つに分けた
r g
22Z52)
うえで、それぞれの改善の方向性について次のよう 記し
C E )
( E Z - Z Z
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ている。Z 3 2 ) シ コ「∞決定需の段階において、協議の手続を定式化するこ告租税に関する協議の作業を定式化すること。詳細な
計画を基礎にして、一般にアクセス可能な形で、最小限の考農期間(少なくとも一ヶ月)を伴って、体系的で院かれた協議を伴うべきである。
②租税措置に関する透明な事前評舗の論理に従って、
公表されるべきインパクト調査を体系的に実施すること。
同〈程税契約〉を確立 ために程税法律の復権を図
ること。
①持の経過に拝って法律を変更しうる条件について、

法的な枠組みを設定すること。
( Z H ) 

②国会の財政委員会の構成員と租税制度の関係者(租
税行政官庁や企業など)とのあいだで、より定期的会接触を留ること。
同決定後の段諸において、新しい ガパナンスの鍵

となる、評値の方法を樹新するこ 。

①たとえば・向こう三年間について 、あらゆる程税法

制の改革に対する評俸を義務づけること。

②租説に関して信頼できる外部監察 
号音
222
を活性化するために、租税情報へのアクセスを容
易にすること。
③経済政策のための税制措量の活用方法や税制上の関
題点について、自律的な監察結果を提供しながら、公的な議論を活性化することを巨的として、独立租税監提委員会
〈己旦三宮内日与さま三号  
ま 
を創設するこ
と。同委員会は、評価作業を通じて、租税法制の改善に関する提言を行う。」
第三章
租税ガパナンス論の意義
以上で紹介した祖税ガパナンス論辻、おもに民間金業の
イニシアティブによって創設された機関が主体に っているという事情から、納税者たる企業を保護する いう提点が護厚であり、また素材とし も全業課税が中心 なっいる。しかしながら、後者の舗酉は最近の学説の状況にも合致しているし、前者の側面は今日的なガパナンス論とも連動している 
したがって報告書は、既存の租税研究やそ
の毘辺的環境と連続性を・有しているという評倍が可能であると思われる。
他面、報告書の考察は、・広い意味での租税政策論に属す

るが、その重点は課税のプロセスに置かれ おり、立法過
程と執行過程を含めた〈租税過程論〉と呼ぶことが可能で
ある。その鐘点かちしても、従来の憲政研究に類訟の要素
( C Z 2を見出すことができる。そこで以下では、報告書が過去および現代の財政研究と
の関連でいかなる意義を有し、いかに位置づけられるかについて考察しておこう。叙述 便宣から、①現代的なガバ
c
E
2 - p b )
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ナンス議との爵認と②従来の震設硬究との関孫に大却し、あわせて関連する研究成果を記すことにしたい。一理代における位置づけ報告書の扱う翠税ガパナンス論は、現代的なガパナンス
論の一麓である。先にみたとおり、報告書自身もガパナン
指互に重
複があることは言うまでもない。ス概念の流行に言及しており、それとの関連性を意識して
OO
いる。そこで、現 の議論状況 関係について、以下にいくつかの項吾を謁げて くが、それぞ の項ω
予算改革に関するガパナンス論との連続性
近時では、予算制度改革のための基本法律として二 
00
一年八月一日組織法律が鰐定されており、同組織法律では、企業管理の論理を取り入れたガパナンス 観点が含まれているといわれる。二 
一年組織法律は二  
OO
六年夏から E
の施行に向けて準備作業が行わ てきたところであり 報
告書の作成時期と重なり合っていることからすれば、報告
書が予算改革の動きを掻まえて程税ガバナンス議を展需 
ているのは、きわめて自然 或ち行きである。実際、報告
書は、租税ガバナンスの改善を同組識法律に基づく予算改
革と連動させるべきであると主張しており、具体的には、
次に見る冨会の機能等に関する考え方に反映されている。

∞憲政民主主義の実質北①協議の重読報告書は、租貌上の決定と執行の再
場面において、財政民主主義の実質化を留るべきであるという視点を提示している。すなわち、租税ガパナンスの思目として、租税上の決定に際しての〈協議 
が求められ、
関係団体等々のあいだでの〈意見交換〉と〈悟報提供〉が重要であると述べて る。また、法規範や組担保戦略の〈暫読可能性〉が重視され、担税清報への〈アクセス可能笠〉が求められるとしており、さちにその前提として、租説清報の〈公開〉を推進する必要があるという。他方、二 
00
一年組識法律の制定に薦後して フランス 学説は〈情報による慰致続制〉を重複し、国会や園長に対して財政情報が的確に提供されるべきこ を論じ いるが、報告書も同じ考え方 立脚しているといえ 。②国会の機能報告書は、政府と議会の関係につい

ての本質的会問題を論じ お号、右の財政民主主義の理解
を前提にして、封設 関する国会の基本的な役割が〈統
制〉にあるとしている。また、組織的には、国会両院の財
政委員会に期待 おり、同委員会のなかに租税関係の専
門部会を設置す のが好ましいとしている。さらに 政府市
が国会に対して五カ年 担税政策の基本方針を提示するこ
とも求めている。これらに類する考え方は 二 
一年組 

織法律やそれをめぐる学説 見出しうる。

③続税者との協働環代のガパナンス論には公私協
働の鰯麗が含まれているが、報告書でも、謀説対象としての企業の観点が明確に示され、課税主体であ 国と課貌客
V
OO
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体である金業等との交流が重視されている。とりわけ、右に掲、げた意見交換や信報提供、そ を基礎にした租税契約の実質化を通じて、租税説度を改善すると う方途が一不されている。
同評価作業の重視報告書は、程税ガパナンスにおいては〈評億〉が鍵とな
る要素であるとして、特に租税上の決定に関する事後評倍の重要笠を指摘している。致策評舗辻、最近のフランスでも、行政管理全般にお 積極的に取り入れられており、二
00
一年組織法律も予算髄度と評価制度の手続的な結合
( 泣 )
を規定してい む報告書は、こうした実務上の動きを院みながら、租税 領域で評価の推進を求めている。
また、評価に関連して、報告書は租税手続にかかるコス
ト(徴税コストないし管理コスト)を重視している。これ
c
は、財産主体としての国家の観念に基づく考え方であり、民間企業におけるガパナンスの関心と重な号合う要素るといえる。
叫紛争解決方法の改善報告書は、租税に関する絵争解決の手段として、訴訟鰐
度のほかに訴訟外の観震をも重視し る 
まず訴訟制震
については、行設裁判所と司法裁判所が並立する二一充的裁判制度に対して否定的な評植を与えたうえで、訴訟手続の迅速化を図るべきであるという。また、訴訟制度を補う素として、財務省の斡旋官を揚げている。近時のフランス
では、行政全般について、行政斡旋官などによる非訴訟的な絵争解決の諸制約震が整寵されており、報告書もその流れを汲ん いるといえよう。
例法の簡素化の観点
(口調)
フランスでは、常々法令の過剰が問題とされており、近
時では、〈法の霞素化(包  
含骨 
芹)〉を求める
法律が制定されている(二 
百年七丹二日法律二 
三
・五九一号)。同法律は、政府に対する授権法律(ぎ{弘正与  
ロ)であり、ほんらい法律で定められる事項に
ついて、政令の一種であるオルドナンスの形式で規律することを認めるものである。その一環として、従来、場当たち的に制定されてきた個別法令を集大或して、各分野に基本法典を作り上げるという、法典化( n a E g t o
ロ)の作業が推進されている。公法分野では、
公的財産一般法典 
含 
含宮買さ忌芯号
ω℃ き
さ
E2
℃乙  
Z E 5 2 )
が定められたほか、公私協働契約
豆町三号  
3 2 2 ω
江主ロ己  
買ぞか)などに関するオル
( お )
ドナンスが制定され いる。報告書も、租税法令の過剰性と複雑性を問題視しており、こうした の俸素化の議きと
問題意識を共哀しているといえよ 。
( g
E z t o
ニ歴史的な位置づけ
かかる租税ガパナンス論は、
歴史的にみると、どのよう
に位置づけられるであろうか。
さきにたどった学説史との 
( h c
35E EZPEED
E - n i OO
( C E C E S E )
OO
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ω
鉢系的な観点
報告書の体系は独特なものであるが、従来の財政研究と
の関係では、複数の学説体系を組み合わせたものであるという評倍が可誌であろう。
①報告書の全体講或は、政治的過程 開題とま的問題
に二分するものである。この点では、ジェズをはじめとした伝統的な財政理論と共通している。
ただし、報告書では、政治過程の問題に憲法院による違
O
憲審査が含められているこ が注自され 手続的に辻、法需が菌会において議決された後 国会議員らによって憲関捺 、いくつかの視点を示しておこう
ο
法院に付託されるが、報告書は憲法院が国会両院の審議に次ぐ〈第三読解〉の機能をもっとして、憲法院 違憲審査を国会による設語的統制の延長に笠置づけているわけ ある。さらに報告書は、憲法読が租税規範を創造する撲詑に期待しており、近時の憲法学的な祖貌研究 成果を取り入れている。
②その一方で、政治道程を含めた決定過程に若宮して

いるという意味では、ラワユミエールの方法論 近いとい
う見方も可能であり、二 
世紀後半における社会学的な財

政研究の発展形として性格づけられる。
③同時に報告書は、私法学的な程税研究の成果でもあ
る。すなわち、私法的取引の主体としての全業の地金に着目し、企業活動の観点から既存の祖税制震の問題点を考察
とを問題視している。この点は、一九世紀末のヴァ
ル以
来の学説が連結として提起してきた問題であり
r
するという方法を取っている。報告書が企業弁護士等の関与のもとで作或されたことも、こうした笠諮を強める結果となっている。ω
伝統的学説との連続性
報告書の内容に関して、伝統的な学説との接点を求める
とすれば、以下の諸 を指摘できよう。
①報告書は、租税法の〈一般原理〉が欠如しているこ
、オーリウ
も租税に関する上位規範の重要性を説いてい 。近時では、学説と実務が議離 る現象があるために、こうし 一般法理の不十分さが今なお埋められていない。報告書は、憲法話訟や程税訴訟を通じてこの種の規範が確立されることを期期待しており、これが国民的な討議の基礎になるとしている 。
②報告書の指摘する〈協議〉の重要性は、ジェズによ
れば、財政の基本原理である〈公開〉と〈討論〉に対応する開題として整理されよう。また、続税者との〈協働〉に依拠した、オーワウの行設管理論も想起される。こ ように、協働的なガバナンスの思想は壁史的に共有さ
かかる協議の具体化・活性化のために、報告書は、租税
法令の郁定過程におけ 諮問機関 役割を重視して り、事後的な評留のためにも外部委員会の創設を提唱していこの点は、ジェズが外部の有識者委員会に期待していたこ
l
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とと共通している。なお、評価昌体の重要性については、ジェズによれば、財政の基本涼理として 〈予割〉に含め
i
ら札るこ になろうが、ジェズの所説においては事後の評価は必ずしも重視されていなかったという違いがある。この点は、ジェ 学説の時代的 限界というべきであろう
③さらに報告書は、協議の実質を確保するために、担
税靖報 〈公顎〉を重視しており、種税上の秘密主義を相対化する方向を示している。こう た公開性の要請は、オ 
リウの租税論において夙に主張されていたところであ
る 。
④方法論的にいえば、報告書は、フランス法の問題点
を探るために外国法をさかんに参照 ている。記較法的な考察は、フランスの伝統的な法学研究では軽視され たが、慰政研究に関しては、ジェズ以来、佳の法鎮域に先駆けて外国法研究が採用されてきたという経緯がある。もとより報告書は、欧州共同体の規葬や国際謀説といった実際的な問題意識に根ざしていることは確かであるが、フランスにおける財政研究の歩みが反映されているという評値も可誌であろう。
仙川租税契約の概念報告書で辻、複数の意味で〈租税契約〉の概念が用いら
れ、その実質化を図ること 重視されており、この点でも従来の学説との関連牲が認められる。
フランスの程税窺究史をいまいちど一顧みると、租説契約
の概念には二つの意義がある。すなわち、伝統的な学説においては、交換的担税観のもとで、納税者の誌捧と菌庫とのあいだに理念的な租貌契約 存在すると考えられてきた。他方、一九七 
0
年代以降は、租税の非課税・減免等の対象
となる個々の綿税者と国庫と あいだで、具体的な程税契約が締結される関が生じている。報告書 、この二つの沼法を区刻して、租税契約の概念を用いている。
さらに報告書では、複数年度にわたる租税政策に関する
契約を、国会 政府 で取り交わすことも提唱されている。近時では、予算管理等のために行政機関椙互で契
(問山)
約的会手法が用いられることがあ号、この蓮の同一行政主体内部での契約的手法を活用すること 主張されているわけである。一般に、ガパナンス論にお ては契約の重要性が指揮されるところであ明、その意味でも、報告書 現代的なガパナンス論と蓑点を有している。三関連する研究成果

報告書と公表時期は龍後するが、財務監察官などを歴任

したバリラニ(〉・民  
が、二  
000
年に「翠税の関

(四拍)
意』と題する単一行書をものして 内容的に誌報告書と類鉱の方向性が示されており、披自身が学界等で幅広く活動していることを考慮しても、報告書に少なからぬ影響号えていると考えられる。もっとも パリラリは租説ナンスという用語を直接的に用いているわけではない
M E E D - )
93 
〈研究ノー ト〉
二
OO
五年には「新しい財政的ガパナンス』と題する共著
のモノグラフィを公刊してお号、二つの著作をあわせて現
(飴)
代のガパナンス論の一角をなしている。そこで最後に、前著についてごく簡単に触れておくことにしよう。
バワラニは、程税に関する歴史的分析から出発するが、
時系列的 みると、〈公課 
三)としての租説〉から
〈公的な貢献(のきまざきロ)という意味での租税〉への変容がみられるという。その前提として、納税者の負担と金銭的利益の梧関関係が重視されることになったという経緯を述べている。さら 現代の状況として、租税政策に対する反発から説税が増加しているという現象 誌か、酉致諸国における納税者 反乱も紹介して る。そのうえで著者は、納税者との協調を図り、〈租税契

約〉の理念を再生させるべきで・あると主張す 続税者の
用意を高めるためには、政治的・憲法的な規範を定立する
こと、租税行設の技術的な改善を図ること、租税に関する
意見交流について新 な手法を模索すること、 どが求め
られるという。 

さらにバリラニは、報告書と局様に、担税法律を実質化
すべきであ と主張する。同時 、行致全殻の改善を通じて議出の削減を図ることが求 られ としており、歳出改革と租税改革の一体化を唱えている。そのために、国会での審議を充実させ、会計検査院 毘会を補助する機能を重課すべきであると説き、また、担税法令の解釈に捺して冨
( E σ
会の関与を肯定する立場から立法諮問の鰐度北を論じている。さらに、報告書と同じく、続税靖報の公爵に惹極的な立場を示している。
総じて、パリラニの著書においては、租税の同意という
基本的テーマについて、ジェズが示した程税 律主義の多面的意義が現代的に士再構成されているという評留が可能であち、内容 には報告書と同一の方向性が一不されていることになろう。
おわりに
以上をもって、〈租税ガパナンス〉という問題設定のも
とで展開されているフランスの議論の動向 ついて、簡単かつ程雑な紹介をひとまず終える。筆者の見方を繰り返ならば、かかる程税ガパナンス論は、環 なガパナンス論との関連から捉えられる必要があるとともに、同国に国有な歴史的文抵の かに註置づけるのが適当であろう。
その一方で、わが国においても、租税の簡素化や効率性
などに関して興味ぶかい議論が存在しており、また納税者保護の観点からの開題提起を含める 、本一指で紹介した担税ガパナンス論と実費的に重なれソ合う要素は少なくないまた、フランスにおいても、本稿で紹介した文献以外 、程税ガバナンス論 影響を与えていると思わ る論考 数多く存在する。これらの 
仏の文戴紹分を含めて、フラン
スにおける祖貌 バ の持殊性と普遍性を本語的
E
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考察することは、裂の機会に譲ることにしたい。[ 註 〕( 1 )
の考察を試みている。参照、木村「国有信産の管理委
港湾管理を素材としたガパナン
ii
パブリック・ガパナンスについて、筆者はいくつか
託に関する一考察ilO
巻四号(二  
00
五年)七
頁以下、同「現代行政における経済性の意義(一
法的観点からのパブリック・ガパナンス論に向け
O
)j  
て歴史的な概観を試みたことが毒る(参照、木村『財政法理論の展開とその環境 
モ 
ワス・オ 
リウの公
ii
i
i
法裁論研究』(二  
00
四年・有斐関)二九六頁以下)。そ
こで、財政 史や租税理論史との関係については、これらの拙著等(および 参考文献)を参照ねがうとともに、本稿第一章では説明の便宜上、これらと若干の重複があることを、あらかじめお欝りしておきたい。
なお、フランスの講義名称については、「叫財政論」の
ように、原則としてかぎ括弧付きで表記する。
ス頚究」千葉大学法学論集二た基礎的考察」自治研究入二巻八号以下揚載予定。本稿は、これちを踏まえたうえで、ガバナンス論の各論的な展開を図るための作業のひとつであ
( 2 ) 	
フランスの租税制度については、わが国でも、実務
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